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はじめに 
 中国東北部に 1932年 3月に成立した「満洲国」（以下、満洲国と表記）の寿命は、ソ連軍の











裁、35 年総裁）および岸信介（商工省工務局長から 36 年満洲国国務院実業部総務司長、1937
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 ・裴富吉『満洲国と経営学―能率増進・産業合理化をめぐる時代精神と経営思想』日本図書センター、 
  2002年。 
 ・『環 10 満洲とは何だったのか』藤原書店、2002年。 
 ・山本有造『「満洲国」経済史研究』名古屋大学出版会、2003年。 
 ・鈴木邦夫編『満州企業史研究』日本経済評論社、2007年。 
 ・小林英夫編著『満洲 その今日的意味』つげ書房新社、2008年。 
 ・小林英夫『〈満洲〉の歴史』講談社（新書）、2008年。 










 ・天野弘之、井村哲郎『満鉄調査部と中国農村調査 ― 天野元之助中国研究回顧』不二出版、2008年。 
 ・松村高夫、柳沢遊、江田憲治編『満鉄の調査と研究―その「神話」と実像』青木書店、2008年。 
 ・天野博之『満鉄を知るための十二章 歴史と組織・活動』吉川弘文館、2009年。 
  










 ・星野直樹『見果てぬ夢 満洲国外史』ダイヤモンド社、1963年。 
 ・岩川隆『巨魁 岸信介研究』ダイヤモンド社、1977年（ちくま文庫版、筑摩書房、2006年）。 
 ・田尻育三、竹内好夫、小野史朗、塩田満彦「満州の妖怪 岸信介研究」『文藝春秋』1977年 10月。 
 ・田尻育三『昭和の妖怪 岸信介』学陽書房、1979年。 
 ・岸信介他『岸信介の回想』文芸春秋、1981年。 
 ・武藤富男『私と満州国』文芸春秋、1988年。 




 ・楠精一郎『列伝・日本近代史 伊達宗城から岸信介まで』朝日新聞社（朝日選書）、2000年。 
 ・原彬久編、岸信介（述）『岸信介証言録』毎日新聞社、2003年。 
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(1)「特集 岸信介・戦後国家主義の原点」『現代思想』35(1)、青土社、2007 年 1 月、には、小林英夫、成
田龍一「インタヴュー 岸信介とは誰か」の他に、以下のような論稿が収載されている。 
  
  岡崎哲二「経済史から見た岸信介」 
  倉沢愛子「岸信介とインドネシア賠償」 
  雨宮昭一「岸信介と日本の福祉体制」 
  道場親信「革新国民運動と知識人－『革新ナショナリズム』についてのノート」 
  纐纈厚「岸信介を蘇生させる時代精神の危うさ」 
  新倉貴仁「ネーションとステートの亡霊的な関係」 
  長原豊「『連続』と『断絶』の対合－帝国の経済官僚・岸信介」 
  萱野稔人「冷戦中と冷戦後の間」 
  渡辺治「戦後保守政治の中の安倍政権－『軍事大国』派の系譜」 
  毛利嘉孝「六〇年安保をめぐるメディアの政治学－岸信介の暴力と新聞ジャーナリズム」 
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(2) 福田和也「悪と、徳と 岸信介と未完の日本 (13)「満洲国実業部次長」『正論』（通号 381）、扶桑社、
2004年 3月、「(14)二キ三スケ」（通号 383）2004年 5月、「(15)商工省事務次官」（通号 384）、2004年 6
月、渡部昇一、福田和也「対談 岸信介の忘れ物 －満洲経営で培われた「徳と悪」がいまの日本に必
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(5) 佐野眞一『阿片王 満州の夜と霧』新潮社、2005年（文庫版、2008年、174-175頁）。 
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(6) 同上、11-12頁。 
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 岸信介が実際に満洲の地において「満洲経営」にあたったのは、1936 年 11 月に満洲国実業
部総務司長として渡満し、翌年 7月の実業部の産業部への改編にともない、産業部次長に昇格
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(2) 同上、三輪著書、45頁。Kent E. Calder “Strategic Capitalism: Private Business and Public Purpose in Japanese 
Industrial Finance” Princeton Univ Pr ,1993. 
 なお、Johnson, Chalmers、矢野俊比古監訳『通産省と日本の奇跡』TBSブリタニカ、1982年（Johnson, 
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戦後日本経済の高度成長、経済発展との間に強い連続性をもったとする主張と、それを批判す
る三輪芳朗らの「非連続性仮説」があるなかで、こうした相違した評価をいかに判断するかと
いうことであり、現代日本経済史研究において重要な課題であるといえよう。 
 その際、自動車産業と岸との関わりに焦点を当てて、岸自身の著述をはじめとする関係史料
の分析から彼の思想・理念の本質を析出し、さらに具体的な行動についての研究を進めるなか
で、上記課題にアプローチする必要があると考える。なぜなら、第 2次世界大戦後において、
わが国の中心的な産業として確立する自動車産業は、その発展の出発点に「自動車製造事業法」
制定を契機とする自動車製造の国産化政策の展開があり、それに商工官僚として岸が中心的・
主導的に関与してきたからであり、また満洲での自動車産業の確立を目指し、日産移駐・満洲
重工業設立へ岸が積極的・主導的な働きをしたこととも関わるからである。もちろん満洲で企
図した自動車産業の確立は最終的にはほとんど成果を挙げ得ず、挫折したが、満洲重工業設立
は、「満洲経営」における産業開発の進展にとってひとつの画期となったことは明らかである。
そこで、こうした岸の自動車産業政策や政策思想の分析を通して、革新官僚・岸信介の「国家
経営」や「企業経営」理念の特質を解明することが今後の研究課題となっている。 
 ところで、すでに岸信介の自動車産業政策の具体的な内容に関する研究の一部は本稿の内容
と併せて、2008年度社会経済史学会中四国部会（高知大学）で報告しているが、その後の研究
成果を加えたものについては、本研究ノートでは紙幅を超えるため、準備しつつある別稿に譲
りたい。なお、本稿は佐藤が本文を執筆し、張が文献リスト作成を行った。（２００９年５月） 
 
